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令和６年度長野市（一般会計・特別会計・企業会計）予算一覧
(単位：千円)

会　　　計　　　名 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

一般会計 165,030,000 161,100,000 3,930,000

国民健康保険特別会計 33,123,400 33,989,800 △ 866,400

駐車場事業特別会計 143,800 529,300 △ 385,500

51,300 44,500 6,800

介護保険特別会計 35,922,000 36,178,000 △ 256,000

授産施設特別会計 69,000 68,100 900

鬼無里大岡観光施設事業特別会計 49,500 70,200 △ 20,700

後期高齢者医療特別会計 6,584,800 5,796,500 788,300

病院事業債管理特別会計 1,889,200 1,916,700 △ 27,500

公共料金等集合支払特別会計 (2,397,000 ) (2,184,000 ) (213,000 )

計　　（　特　別　会　計　） 77,833,000 78,593,100 △ 760,100

産業団地事業会計 331,400 66,900 264,500

水道事業会計 13,150,600 12,935,700 214,900

下水道事業会計 26,231,200 24,972,800 1,258,400

戸隠観光施設事業会計 273,900 241,500 32,400

計　　（　企　業　会　計　） 39,987,100 38,216,900 1,770,200

合　　　　　　　　　　計 282,850,100 277,910,000 4,940,100

（注）公共料金等集合支払特別会計については、重複計上となるため合計に含まない。

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

一般・特別・企業会計予算一覧

一般・特別・企業会計予算一覧
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議案第２号

令和６年度長野市一般会計予算

令和６年度長野市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ165,030,000千円と定める。

２

算」による。

　（債務負担行為）

第２条

る。

　（地方債）

第３条

る。

　（一時借入金）

第４条

は、20,000,000千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

のこれらの経費の各項の間の流用

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

各項に計上した給料、職員手当及び共済費（会計年度任用職員の報酬に係

る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」によ

地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」によ

地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金借入れの最高額

一般会計2-1 一般会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 市税 59,660,000 

 1 市民税 26,620,000 

 2 固定資産税 23,121,000 

 3 軽自動車税 1,394,000 

 4 市たばこ税 2,433,000 

 5 入湯税 44,000 

 6 事業所税 2,155,000 

 7 都市計画税 3,893,000 

 2 地方譲与税 1,453,000 

 1 地方揮発油譲与税 324,000 

 2 自動車重量譲与税 966,000 

 3 森林環境譲与税 163,000 

 3 利子割交付金 16,000 

 1 利子割交付金 16,000 

 4 配当割交付金 254,000 

 1 配当割交付金 254,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 183,000 

 1 株式等譲渡所得割交付金 183,000 

 6 地方消費税交付金 9,948,000 

 1 地方消費税交付金 9,948,000 

 7 ゴルフ場利用税交付金 50,000 

 1 ゴルフ場利用税交付金 50,000 

 8 自動車税環境性能割交付金 107,000 

 1 自動車税環境性能割交付金 107,000 

 9 地方特例交付金・法人事業 3,040,000 

税交付金

 1 地方特例交付金・法人事業 2,999,000 

税交付金

 2 新型コロナウイルス感染症 41,000 

対策地方税減収補填特別交

付金

10 地方交付税 22,271,000 

 1 地方交付税 22,271,000 

2-2一般会計
一般会計



2－3

(単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

11 交通安全対策特別交付金 64,000 

 1 交通安全対策特別交付金 64,000 

12 分担金及び負担金 834,224 

 1 負担金 834,224 

13 使用料及び手数料 2,571,890 

 1 使用料 1,756,719 

 2 手数料 815,171 

14 国庫支出金 25,170,560 

 1 国庫負担金 19,631,774 

 2 国庫補助金 5,400,260 

 3 国庫委託金 138,526 

15 県支出金 10,685,135 

 1 県負担金 7,246,971 

 2 県補助金 2,755,372 

 3 県委託金 682,792 

16 財産収入 689,848 

 1 財産運用収入 394,092 

 2 財産売払収入 295,756 

17 寄附金 1,731,000 

 1 寄附金 1,731,000 

18 繰入金 4,301,183 

 1 基金繰入金 4,120,489 

 2 特別会計繰入金 180,694 

19 繰越金 100,000 

 1 繰越金 100,000 

20 諸収入 8,246,060 

 1 延滞金、加算金及び過料 24,396 

 2 預金利子 400 

 3 貸付金元利収入 6,243,368 

 4 受託事業収入 79,786 

 5 雑入 1,898,110 

21 市債 13,654,100 

 1 市債 13,654,100 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 165,030,000 

2-3 一般会計一般会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 議会費 683,990 

 1 議会費 683,990 

 2 総務費 17,397,543 

 1 総務管理費 14,257,990 

 2 徴税費 1,699,273 

 3 戸籍住民基本台帳費 1,183,950 

 4 選挙費 73,908 

 5 統計調査費 80,058 

 6 監査委員費 102,364 

 3 民生費 62,499,190 

 1 社会福祉費 13,159,783 

 2 児童福祉費 28,312,499 

 3 老人福祉費 14,408,656 

 4 生活保護費 6,618,252 

 4 衛生環境費 11,910,171 

 1 保健衛生費 5,148,485 

 2 環境総務費 284,375 

 3 環境清掃費 5,996,911 

 4 水道費 480,400 

 5 労働費 461,640 

 1 労働諸費 461,640 

 6 農林業費 2,343,783 

 1 農業費 1,951,640 

 2 林業費 392,143 

 7 商工観光費 9,480,192 

 1 商工費 7,494,723 

 2 観光費 1,985,469 

 8 土木費 18,797,440 

 1 土木管理費 370,592 

 2 道路橋りょう費 5,619,410 

 3 河川水路費 2,884,960 

 4 都市計画費 6,895,925 

 5 土地区画整理費 525,666 

2-4一般会計
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 6 住宅費 2,500,887 

 9 消防費 5,804,880 

 1 消防費 5,804,880 

10 教育費 19,292,729 

 1 教育総務費 2,502,914 

 2 小学校費 4,881,997 

 3 中学校費 1,360,760 

 4 高等学校費 549,843 

 5 社会教育費 3,816,910 

 6 保健体育費 6,180,305 

11 災害復旧費 252,500 

 1 農林施設災害復旧費 70,000 

 2 公共土木施設災害復旧費 182,500 

12 公債費 15,905,942 

 1 公債費 15,905,942 

13 予備費 200,000 

 1 予備費 200,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 165,030,000 

2-5 一般会計
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1 庁舎・芸術館総合運転管理業務委託事業費 令 和 ７ 年 度 212,124

2
第２災害支援ターミナル（氷鉋倉庫）建設事
業費

令 和 ７ 年 度 167,331

3
公共用地及び公用地取得並びに保有のための
資金として金融機関が長野市土地開発公社へ
行う融資に対する債務保証

償 還 完 了 ま で
融資額65億円及び
こ れ に 対 す る
利 息 相 当 額

4 個人市県民税納税通知書作成業務委託事業費 令 和 ７ 年 度 63,200

5 軽自動車税納税通知書作成等業務委託事業費 令 和 ７ 年 度 10,176

6 固定資産税納税通知書作成業務委託事業費 令 和 ７ 年 度 26,856

7
芋井総合市民センター建設事業費
（支所分）

令 和 ７ 年 度 239,272

8
芋井総合市民センター建設事業費
（公民館分）

令 和 ７ 年 度 558,301

9 ごみ指定袋等受注センター業務委託事業費
令和７年度から
令和10年度まで

34,047

10 資源再生センター基幹設備整備事業費 令 和 ７ 年 度 322,146

11
（仮称）勤労者活躍支援センターＡ整備事業
費

令 和 ７ 年 度 539,460

12 工場用地等取得事業助成金
令和７年度から
令和８年度まで

36,908

13 事業用地取得事業助成金
令和７年度から
令和８年度まで

68,939

第２表　債務負担行為
（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

2-6一般会計
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14 高度ＩＣＴ技術者雇用促進事業補助金 令 和 ７ 年 度 1,000

15 新技術等共同研究開発事業補助金 令 和 ７ 年 度 4,000

16 市道大豆島２６１号線改良事業費 令 和 ７ 年 度 100,000

17 アーケード緊急修繕事業補助金 令 和 ７ 年 度 16,250

18 ビッグハットエレベーター設備更新事業費 令 和 ７ 年 度 65,000

19 バイオマス産業都市推進研究事業補助金 令 和 ７ 年 度 1,000

20
真島総合スポーツアリーナ長寿命化改修工事
設計業務委託事業費

令 和 ７ 年 度 162,446

21 南長野運動公園フットボール場外整備事業費
令和７年度から
令和９年度まで

2,989,263

22 長野運動公園北側道路改良事業費 令 和 ７ 年 度 110,000

23 市道鬼無里財又塔ノ越線改良事業費 令 和 ７ 年 度 60,000

24 市道長沼１３５号線歩道設置用地取得事業費
令和７年度から
令和10年度まで

21,400

25 長沼雨水調整池土木工事事業費 令 和 ７ 年 度 500,000

26 長沼雨水調整池電気機械工事事業費 令 和 ７ 年 度 40,000

（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

一般会計2-7
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27 柳原雨水調整池土木工事事業費 令 和 ７ 年 度 270,000

28 川中島幹線道路築造事業費 令 和 ７ 年 度 90,000

29 岡学園専修学校校舎建設事業補助金
令和７年度から
令和８年度まで

6,666

30
松代城跡保存整備事業に伴う埋設管移転補償
費

令 和 ７ 年 度 41,600

31 牧之島城跡三の丸木橋設置事業費 令 和 ７ 年 度 9,216

32 高機能消防指令情報システム整備事業費 令 和 ７ 年 度 1,745,951

（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

一般会計 2-8
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第３表　地方債
(単位：千円)

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

1 総務管理施設整備事 333,400

業費

2 総務管理事業費 18,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

3 社会福祉施設整備事 114,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

4 障害者福祉施設整備 104,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

事業費

5 児童福祉施設整備事 239,600 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

6 児童福祉事業費 500 同　　　上 同　　　上 同　　　上

7 老人福祉施設整備事 49,300 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

8 保健施設整備事業費 27,700 同　　　上 同　　　上 同　　　上

9 清掃施設整備事業費 429,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

10 勤労者福祉施設整備 215,900 同　　　上 同　　　上 同　　　上

事業費

11 農林施設整備事業費 301,500 同　　　上 同　　　上 同　　　上

12 農業事業費 41,700 同　　　上 同　　　上 同　　　上

13 林業整備事業費 19,200 同　　　上 同　　　上 同　　　上

14 商工事業費 41,900 同　　　上 同　　　上 同　　　上

15 観光施設整備事業費 245,700 同　　　上 同　　　上 同　　　上

16 土木管理事業費 2,700 同　　　上 同　　　上 同　　　上

17 道路橋りょう整備事 2,294,100 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

18 道路橋りょう事業費 30,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

19 河川水路整備事業費 2,372,200 同　　　上 同　　　上 同　　　上

20 都市計画整備事業費 434,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

21 住宅整備事業費 250,200 同　　　上 同　　　上 同　　　上

起債の目的

普通貸借又は債
券発行。ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

年5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率

公 的 資 金 に つ い て
は、その融通条件に
より、民間等資金の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、財政そ
の他の都合により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に
借換えすることがで
きる。

一般会計2-9 一般会計
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(単位：千円)

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

22 消防施設整備事業費 752,000

23 教育総務施設整備事 64,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

24 教育総務事業費 38,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

25 小学校施設整備事業 1,888,800 同　　　上 同　　　上 同　　　上

費

26 中学校施設整備事業 177,800 同　　　上 同　　　上 同　　　上

費

27 社会教育施設整備事 776,100 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

28 保健体育施設整備事　 952,400 同　　　上 同　　　上 同　　　上

業費

29 庁舎災害復旧事業費 9,100 同　　　上 同　　　上 同　　　上

30 公共土木施設災害復 14,600 同　　　上 同　　　上 同　　　上

旧事業費

31 過疎地域持続的発展 7,200 同　　　上 同　　　上 同　　　上

事業費

32 水道事業出資金 208,300 同　　　上 同　　　上 同　　　上

33 臨時財政対策債 1,200,000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

起債の目的

普通貸借又は債
券発行。ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

年5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率

公 的 資 金 に つ い て
は、その融通条件に
より、民間等資金の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、財政そ
の他の都合により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に
借換えすることがで
きる。
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議案第３号

令和６年度長野市国民健康保険特別会計予算

令和６年度長野市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条

定める。

２

る。

３

歳出予算」による。

　（地方債）

第２条

「第２表地方債」による。

　（歳出予算の流用）

第３条

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

でのこれらの経費の各項の間の流用

(2)

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

国民健康保険事業費納付金の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合に

保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内

事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ32,618,000千円と

直診勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ505,400千円と定め

事業勘定及び直診勘定の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入

地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

国民健康保険特別会計3-1 国民健康保険特別会計



3－2

第１表　歳入歳出予算　（事業勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 国民健康保険料 5,715,264 

 1 国民健康保険料 5,715,264 

 2 使用料及び手数料 2,646 

 1 手数料 2,646 

 3 国庫支出金 212,882 

 1 国庫負担金 1 

 2 国庫補助金 212,881 

 4 県支出金 23,937,815 

 1 県負担金 23,937,814 

 2 財政安定化基金支出金 1 

 5 財産収入 2,094 

 1 財産運用収入 2,094 

 6 繰入金 2,590,000 

 1 他会計繰入金 2,390,000 

 2 基金繰入金 200,000 

 7 繰越金 117,283 

 1 繰越金 117,283 

 8 諸収入 40,015 

 1 延滞金、加算金及び過料 10,008 

 2 雑入 30,007 

 9 財政安定化基金借入金 1 

 1 財政安定化基金借入金 1 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 32,618,000 

国民健康保険特別会計（事業勘定） 3-2国民健康保険特別会計（事業勘定）



3－3

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 694,218 

 1 総務管理費 329,373 

 2 徴収費 363,268 

 3 運営協議会費 737 

 4 趣旨普及費 840 

 2 保険給付費 23,642,930 

 1 療養諸費 20,229,810 

 2 高額療養費 3,236,850 

 3 高額介護合算療養費 4,050 

 4 移送費 120 

 5 出産育児諸費 72,500 

 6 葬祭諸費 22,500 

 7 結核精神諸費 77,000 

 8 傷病手当金 100 

 3 国民健康保険事業費納付金 7,810,066 

 1 医療給付費 4,950,000 

 2 後期高齢者支援金 2,170,000 

 3 介護納付金 690,066 

 4 財政安定化基金拠出金 1 

 1 財政安定化基金拠出金 1 

 5 保健事業費 377,486 

 1 特定健康診査等事業費 262,383 

 2 保健事業費 115,103 

 6 積立金 2,094 

 1 積立金 2,094 

 7 諸支出金 90,205 

 1 償還金及び還付加算金 36,205 

 2 直診勘定繰出金 54,000 

 8 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 32,618,000 

3-3 国民健康保険特別会計（事業勘定）
国民健康保険特別会計（事業勘定）



3－4

第１表　歳入歳出予算　（直診勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 診療収入 283,823 

 1 外来収入 257,057 

 2 その他診療収入 26,766 

 2 使用料及び手数料 1,686 

 1 手数料 1,670 

 2 使用料 16 

 3 県支出金 7,792 

 1 県補助金 7,792 

 4 財産収入 1,281 

 1 財産運用収入 1,281 

 5 繰入金 198,307 

 1 他会計繰入金 144,307 

 2 事業勘定繰入金 54,000 

 6 繰越金 1,000 

 1 繰越金 1,000 

 7 諸収入 1,111 

 1 雑入 1,111 

 8 市債 10,400 

 1 市債 10,400 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 505,400 

国民健康保険特別会計（直診勘定） 3-4国民健康保険特別会計（直診勘定）



3－5

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 296,195 

 1 施設管理費 296,195 

 2 医業費 198,603 

 1 医業費 198,603 

 3 公債費 10,502 

 1 公債費 10,502 

 4 予備費 100 

 1 予備費 100 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 505,400 

国民健康保険特別会計（直診勘定）3-5 国民健康保険特別会計（直診勘定）



3－6

第２表　地方債
(単位：千円)

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

 診療所整備事業費 10,400 普通貸借又は債
券 発 行。 ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

年5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率

国民健康保険特別会計 3-6国民健康保険特別会計



4－1

議案第４号

令和６年度長野市駐車場事業特別会計予算

令和６年度長野市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ143,800千円と定める。

２

算」による。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

駐車場事業特別会計4-1 駐車場事業特別会計




4－2

第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 使用料及び手数料 122,690 

 1 使用料 122,690 

 2 繰越金 1,000 

 1 繰越金 1,000 

 3 諸収入 20,110 

 1 雑入 20,110 

○ 繰入金 - 

○ 他会計繰入金 - 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 143,800 

駐車場事業特別会計 4-2駐車場事業特別会計




4－3

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 駐車場事業費 98,382 

 1 駐車場管理費 98,382 

 2 諸支出金 44,418 

 1 繰出金 44,418 

 3 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 143,800 

駐車場事業特別会計4-3 駐車場事業特別会計






5－1

議案第５号

令和６年度長野市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

るところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ51,300千円と定める。

２

算」による。

　（債務負担行為）

第２条

る。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

令和６年度長野市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定め

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」によ

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計5-1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計




5－2

第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 繰入金 9,345 

 1 他会計繰入金 9,345 

 2 繰越金 31,107 

 1 繰越金 31,107 

 3 諸収入 10,848 

 1 貸付金元利収入 10,236 

 2 雑入 612 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 51,300 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 5-2母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計




5－3

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付 31,707 

事業費

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付 31,707 

事業費

 2 諸支出金 19,593 

 1 償還金 10,364 

 2 繰出金 9,229 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 51,300 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計5-3 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計




5－4

令和７年度から
令和９年度まで

31,560
令和６年度決定分母子父子寡婦福祉資金修学資金
の翌年度以降貸付金

第２表　債務負担行為
（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 5-4母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計




6－1

議案第６号

令和６年度長野市介護保険特別会計予算

令和６年度長野市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条

円と定める。

２

と定める。

３

は、「第１表歳入歳出予算」による。

　（債務負担行為）

第２条

る。

　（歳出予算の流用）

第３条

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

内でのこれらの経費の各項の間の流用

(2)

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

地域支援事業費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同

保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款

保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ35,920,000千

介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2,000千円

保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の款項の区分及び当該区分ごとの金額

地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」によ

介護保険特別会計6-1 介護保険特別会計




6－2

第１表　歳入歳出予算　（保険事業勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 保険料 7,508,451 

 1 介護保険料 7,508,451 

 2 使用料及び手数料 1,958 

 1 手数料 1,958 

 3 国庫支出金 8,535,357 

 1 国庫負担金 6,173,463 

 2 国庫補助金 2,361,894 

 4 支払基金交付金 9,410,848 

 1 支払基金交付金 9,410,848 

 5 県支出金 4,933,700 

 1 県負担金 4,771,495 

 2 県補助金 162,205 

 6 財産収入 6,393 

 1 財産運用収入 6,393 

 7 繰入金 5,481,104 

 1 一般会計繰入金 5,443,036 

 2 基金繰入金 38,068 

 8 繰越金 5,887 

 1 繰越金 5,887 

 9 諸収入 36,302 

 1 延滞金、加算金及び過料 102 

 2 貸付金元利収入 1,000 

 3 雑入 35,200 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 35,920,000 

介護保険特別会計（保険事業勘定） 6-2介護保険特別会計（保険事業勘定）




6－3

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 913,446 

 1 総務管理費 452,967 

 2 徴収費 50,552 

 3 介護認定審査会費 409,022 

 4 趣旨普及費 905 

 2 保険給付費 33,677,298 

 1 介護サービス等諸費 31,496,707 

 2 介護予防サービス等諸費 592,679 

 3 その他諸費 31,506 

 4 高額介護サービス等費 845,194 

 5 高額医療合算介護サービス 93,239 

等費

 6 特定入所者介護サービス等 617,973 

費

 3 地域支援事業費 1,182,279 

 1 包括的支援事業・任意事業 56,242 

費

 2 介護予防生活支援サービス 1,102,336 

事業費

 3 一般介護予防事業費 19,745 

 4 その他諸費 3,956 

 4 基金積立金 6,393 

 1 基金積立金 6,393 

 5 諸支出金 140,584 

 1 償還金及び還付加算金 13,537 

 2 繰出金 127,047 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 35,920,000 

介護保険特別会計（保険事業勘定）6-3 介護保険特別会計（保険事業勘定）




6－4

第１表　歳入歳出予算　（介護サービス事業勘定）
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 サービス収入 1,999 

 1 介護予防給付費収入 1,999 

 2 繰越金 1 

 1 繰越金 1 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 2,000 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 6-4介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）




6－5

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 373 

 1 施設管理費 373 

 2 サービス事業費 1,627 

 1 居宅介護支援事業費 1,627 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 2,000 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）6-5 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）




6－6

令和７年度から
令和８年度まで

230,010要介護認定調査委託事業費

第２表　債務負担行為
（単位：千円）

事　　　　　　　　　　項 期 間 限 度 額

介護保険特別会計（保険事業勘定） 6-6介護保険特別会計（保険事業勘定）



7－1

議案第７号

令和６年度長野市授産施設特別会計予算

令和６年度長野市の授産施設特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ69,000千円と定める。

２

算」による。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

授産施設特別会計7-1 授産施設特別会計




7－2

第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 事業収入 7,700 

 1 受託作業収入 7,700 

 2 分担金及び負担金 40,418 

 1 負担金 40,418 

 3 使用料及び手数料 121 

 1 使用料 121 

 4 繰入金 19,891 

 1 他会計繰入金 19,891 

 5 繰越金 100 

 1 繰越金 100 

 6 諸収入 770 

 1 雑入 770 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 69,000 

授産施設特別会計 7-2授産施設特別会計




7－3

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 授産施設事業費 69,000 

 1 授産施設事業費 69,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 69,000 

授産施設特別会計7-3 授産施設特別会計






8－1

議案第８号

令和６年度長野市鬼無里大岡観光施設事業特別会計予算

ろによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ49,500千円と定める。

２

算」による。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

令和６年度長野市の鬼無里大岡観光施設事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

鬼無里大岡観光施設事業特別会計8-1 鬼無里大岡観光施設事業特別会計




8－2

第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 繰入金 49,447 

 1 他会計繰入金 49,447 

 2 繰越金 53 

 1 繰越金 53 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 49,500 

鬼無里大岡観光施設事業特別会計 8-2

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 事業費 48,499 

 1 施設事業費 48,499 

 2 公債費 601 

 1 公債費 601 

 3 予備費 400 

 1 予備費 400 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 49,500 

鬼無里大岡観光施設事業特別会計8-3
鬼無里大岡観光施設事業特別会計




8－3

 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 事業費 48,499 

 1 施設事業費 48,499 

 2 公債費 601 

 1 公債費 601 

 3 予備費 400 

 1 予備費 400 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 49,500 

鬼無里大岡観光施設事業特別会計8-3
鬼無里大岡観光施設事業特別会計
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議案第９号

令和６年度長野市後期高齢者医療特別会計予算

令和６年度長野市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ6,584,800千円と定める。

２

算」による。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計9-1 後期高齢者医療特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 後期高齢者医療保険料 5,285,365 

 1 後期高齢者医療保険料 5,285,365 

 2 使用料及び手数料 1,110 

 1 手数料 1,110 

 3 繰入金 1,291,707 

 1 一般会計繰入金 1,291,707 

 4 繰越金 10 

 1 繰越金 10 

 5 諸収入 6,608 

 1 延滞金、加算金及び過料 458 

 2 償還金及び還付加算金 6,120 

 3 雑入 30 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 6,584,800 

後期高齢者医療特別会計 9-2後期高齢者医療特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 総務費 57,008 

 1 総務管理費 49,575 

 2 徴収費 7,433 

 2 後期高齢者医療広域連合納 6,521,572 

付金

 1 後期高齢者医療広域連合納 6,521,572 

付金

 3 諸支出金 6,120 

 1 償還金及び還付加算金 6,120 

 4 予備費 100 

 1 予備費 100 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 6,584,800 

後期高齢者医療特別会計9-3 後期高齢者医療特別会計
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議案第10号

令和６年度長野市病院事業債管理特別会計予算

令和６年度長野市の病院事業債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,889,200千円と定める。

２

算」による。

　（地方債）

第２条

「第２表地方債」による。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

病院事業債管理特別会計10-1 病院事業債管理特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 諸収入 925,200 

 1 貸付金元利収入 925,200 

 2 市債 964,000 

 1 市債 964,000 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 1,889,200 

病院事業債管理特別会計 10-2病院事業債管理特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 公債費 925,200 

 1 公債費 925,200 

 2 貸付金 964,000 

 1 貸付金 964,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 1,889,200 

病院事業債管理特別会計10-3 病院事業債管理特別会計
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第２表　地方債
(単位：千円)

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法

 長野市民病院貸付事業 964,000

 費

普通貸借又は債
券 発 行。 ただ
し、債券発行の
細目については
市長が定める。

年5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

10-4病院事業債管理特別会計病院事業債管理特別会計
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議案第11号

令和６年度長野市公共料金等集合支払特別会計予算

よる。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2,397,000千円と定める。

２

算」による。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

令和６年度長野市の公共料金等集合支払特別会計の予算は、次に定めるところに

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

公共料金等集合支払特別会計11-1 公共料金等集合支払特別会計
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第１表　歳入歳出予算
 歳   入 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 繰替金収入 2,397,000 

 1 繰替金収入 2,397,000 

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 2,397,000 

公共料金等集合支払特別会計 11-2公共料金等集合支払特別会計
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 歳   出 (単位：千円)

款 項 金　　　　　　額

 1 集合支払費 2,397,000 

 1 集合支払費 2,397,000 

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 2,397,000 

公共料金等集合支払特別会計11-3 公共料金等集合支払特別会計
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議案第12号

令和６年度長野市産業団地事業会計予算

　（総則）

第１条 令和６年度長野市産業団地事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 用地造成面積 3,601㎡

(2) 用地売却面積 3,380㎡

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 産業団地事業収益 168,800千円

第１項 営業収益 167,700千円

第２項 営業外収益 1,100千円

支　　　　　出

第１款 産業団地事業費用 167,100千円

第１項 営業費用 166,600千円

第２項 営業外費用 500千円

　（資本的収入及び支出）

第４条

26,226千円及び当年度分損益勘定留保資金127,074千円で補填するものとする。）。

収　　　　　入

第１款 資本的収入 11,000千円

第１項 他会計借入金 11,000千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 164,300千円

第１項 用地開発費 34,300千円

第２項 他会計借入金償還金 130,000千円

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額153,300千円は、過年度分損益勘定留保資金

産業団地事業会計12-1 産業団地事業会計
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　（一時借入金）

第５条

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条

経なければならない。

(1) 職員給与費 9,775千円

　（重要な資産の処分）

第７条 重要な資産の処分は、次のとおりとする。

(1) 処分する資産

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

篠ノ井駅西口産業用地土地 3,379.66㎡ 分譲等

一時借入金の限度額は、11,000千円と定める。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

種　　類 数　　量 処分の態様名　　　　称

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

産業団地事業会計 12-2産業団地事業会計
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議案第13号

令和６年度長野市水道事業会計予算

　（総則）

第１条

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水件数 138,600件

(2) 年間総給水量 31,994,000㎥

(3) 一日平均給水量 87,655㎥

(4) 主要な建設改良事業

原水施設改良事業 280,911千円

浄水施設改良事業 951,381千円

配水施設改良事業 3,299,502千円

　（収益的収入及び支出）

第３条

収　　　　　入

第１款 水道事業収益 7,176,700千円

第１項 営業収益 6,515,083千円

第２項 営業外収益 661,616千円

第３項 特別利益 1千円

支　　　　　出

第１款 水道事業費用 6,516,900千円

第１項 営業費用 5,945,642千円

第２項 営業外費用 571,258千円

令和６年度長野市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

水道事業会計13-1 水道事業会計
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　（資本的収入及び支出）

第４条

千円で補填するものとする。）。

収　　　　　入

第１款 資本的収入 1,926,600千円

第１項 企業債 1,274,800千円

第２項 国庫補助金 46,870千円

第３項 工事負担金 232,099千円

第４項 受託建設収入 1,164千円

第５項 出資金 371,666千円

第６項 固定資産売却代金 1千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 6,633,700千円

第１項 建設改良費 4,862,675千円

第２項 企業債償還金 1,771,025千円

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額4,707,100千円は、過年度分損益勘定留保資金

4,289,007千円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額418,093

水道事業会計 13-2水道事業会計
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　（債務負担行為）

第５条

定める。

　（企業債）

第６条

定める。

1,274,800千円 公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

普 通 貸借
又 は 債券
発 行 。た
だ し 、債
券 発 行の
細 目 につ
い て は市
長 が 定め
る。

年5.0％以内
ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
に お い て
は、当該見
直し後の利
率

水道事業費

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

限  度  額 起債の方法

鬼無里財又地区（財又橋）配水管布設替
事業費

令和７年度 11,600千円

利　　率 償 還 の 方 法起 債 の 目 的

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

令和７年度から
令和11年度まで

625,900千円

事　　　　　項 期　　間 限　度　額

料金徴収事務委託事業費

鬼無里上新倉地区舗装復旧事業費 令和７年度 18,000千円

90,300千円令和７年度信州新町鹿道水源ポンプ場改修事業費

令和７年度 167,500千円
夏目-蚊里田送水管布設若槻東条工区老朽
管解消事業費

水道事業会計13-3 水道事業会計
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　（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条

と定める。

(1) 営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条

経なければならない。

(1) 職員給与費 1,053,828千円

(2) 交際費 50千円

　（他会計からの補助金）

第10条

ける金額は、480,400千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第11条 たな卸資産の購入限度額は、50,800千円と定める。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

事業費用及び資本的支出に充当のため一般会計からこの会計へ補助等を受

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

13-4水道事業会計水道事業会計
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議案第14号

令和６年度長野市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条 令和６年度長野市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 排水件数 170,100件

(2) 年間総排水量 41,604,000㎥

(3) 一日平均排水量 113,984㎥

(4) 主要な建設改良事業

下水道管改良事業 245,027千円

公共下水道事業 3,665,586千円

流域関連公共下水道事業 1,426,267千円

流域下水道事業 253,094千円

特定環境保全公共下水道事業 358,154千円

農業集落排水事業 181,165千円

戸別浄化槽事業 31,652千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 下水道事業収益 14,415,200千円

第１項 営業収益 7,737,677千円

第２項 営業外収益 6,115,876千円

第３項 特別利益 561,647千円

支　　　　　出

第１款 下水道事業費用 13,370,700千円

第１項 営業費用 11,416,364千円

第２項 営業外費用 1,413,408千円

第３項 特別損失 540,928千円

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額6,144,400千円は、過年度分損益勘定留保資金

14-1 下水道事業会計

下水道事業会計




14－2

収　　　　　入

第１款 資本的収入 6,716,100千円

第１項 企業債 3,617,900千円

第２項 国庫補助金 1,677,055千円

第３項 工事負担金 119,896千円

第４項 受益者負担金 32,252千円

第５項 他会計負担金 1,268,996千円

第６項 固定資産売却代金 1千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 12,860,500千円

第１項 建設改良費 6,454,948千円

第２項 企業債償還金 6,400,452千円

第３項 国庫補助金返還金 5,100千円

　（債務負担行為）

第５条

定める。

232,000千円

78,000千円

877,800千円

限　度　額期　　間

1,400千円

事　　　　　項

補給金

令和６年度融資分排水設備設置資金利子 令和７年度から

令和11年度まで

740,686千円で補填するものとする。）。

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

地方消費税資本的収支調整額288,978千円並びに繰越利益剰余金処分額

1,486,488千円、当年度分損益勘定留保資金3,628,248千円、当年度分消費税及び

費

令和７年度

料金徴収事務委託事業費

令和６年度東部終末処理場再構築事業費 令和７年度

令和７年度から

令和11年度まで

農業集落排水処理施設及び戸別浄化槽維

持管理業務委託事業費

財又橋関連下水道布設替事業費 令和７年度

令和７年度

11,400千円

41,000千円

川中島幹線関連下水道新設事業費 令和７年度 36,000千円

東部浄化センター送風機棟送風機整備事
令和７年度 104,700千円

業費

816,000千円

置整備事業費

令和６年度豊岡浄化センター再構築事業
令和７年度

東部浄化センター機械濃縮棟常圧浮上装

下水道事業会計 14-2 

下水道事業会計
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　（企業債）

第６条

定める。

　（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条

と定める｡

(1) 営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条

経なければならない。

(1) 職員給与費 640,442千円

(2) 交際費 50千円

　（他会計からの補助金）

第10条

ける金額は、4,120,800千円である。

　（利益剰余金の処分）

第11条

(1) 減債積立金 740,686千円

繰越利益剰余金のうち740,686千円は、次のとおり処分するものと定める。

事業費用及び資本的支出に充当のため一般会計からこの会計へ補助等を受

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

年5.0％以内
ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
に お い て
は、当該見
直し後の利
率

起債の方法

普通 貸借
又は 債券
発行 。た
だし 、債
券発 行の
細目 につ
いて は市
長が 定め
る。

下水道事業費 3,617,900千円

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

起 債 の 目 的 限  度  額 償 還 の 方 法利　　率

14-3 下水道事業会計
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　（重要な資産の取得）

第12条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

水質検査器具 誘導結合プラズマ発光分光分析装置 １台

種　　類 数　　量名　　　　　　　　　称

下水道事業会計 14-4 
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議案第15号

令和６年度長野市戸隠観光施設事業会計予算

　（総則）

第１条

よる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) スキー場利用者数 100,000人

(2) キャンプ場利用者数 54,000人

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 観光施設事業収益 109,354千円

第１項 営業収益 37,793千円

第２項 営業外収益 71,561千円

支　　　　　出

第１款 観光施設事業費用 114,754千円

第１項 営業費用 109,327千円

第２項 営業外費用 5,427千円

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 資本的収入 159,146千円

第１項 企業債 103,600千円

第２項 補助金等 55,546千円

支　　　　　出

第１款 資本的支出 159,146千円

第１項 建設改良費 103,600千円

第２項 55,546千円

令和６年度長野市戸隠観光施設事業会計の予算は、次に定めるところに

企業債償還金

戸隠観光施設事業会計15-1
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　（企業債）

第５条

と定める。

観光施設事業費 103,600千円

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は 100,000千円と定める。

　（他会計からの補助金）

第７条

令和６年２月21日提出

長野市長　荻　原　健　司

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

償　還　の　方　法

へ補助を受ける金額は、56,884千円である。

観光振興対策費（企業債償還に係る費用）として一般会計からこの会計

起 債 の 目 的 限　 度 　額

公的資金について
は、その融通条件
により、民間等資
金の場合にはその
債権者と協定する
ものによる。ただ
し、財政その他の
都合により据置期
間及び償還期限を
短縮し、又は繰上
償還もしくは低利
に借換えすること
ができる。

普 通 貸 借
又 は 債 券
発 行 。 た
だ し 、 債
券 発 行 の
細 目 に つ
い て は 市
長 が 定 め
る。

年5.0％以内
ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
に お い て
は、当該見
直し後の利
率

利　率起債の方法
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